
 
鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電設備設置促進事業補助金交付要綱 

 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）

交付要綱（令和４年３月３０日環政計発第２２０３３０１号。以下「国交付金要綱」という。）第

２９条及び鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第

４条の規定に基づき、鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電設備設置促進事業補助金（以下「本補

助金」という｡）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
 
（交付目的） 
第２条 本補助金は、ＰＰＡ（Ｐｏｗｅｒ Ｐｕｒｃｈａｓｅ Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ（電力販売契

約）。施設所有者が提供する敷地や屋根に第三者（発電事業者）が太陽光発電設備等を設置し、発

電された電力をその施設の電力消費者へ販売する仕組みをいう。以下同じ。）方式による太陽光発

電設備の導入を進めるため、その整備費用を支援することを目的として交付する。 
 
（補助金の交付） 
第３条 県は、前条の目的の達成に資するため、別表の第１欄に掲げる事業（以下「補助事業」とい

う。）を行う同表の第２欄に掲げる者に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。 
２ 本補助金の額は、補助事業に要する経費（別表の第３欄に掲げる経費（消費税及び地方消費税を

除く。以下「補助対象経費」という。））の額に、別表の第４欄に定める率（以下「補助率」とい

う。）を乗じて得た額と、同表の第５欄に定める上限額のいずれか低い額（千円未満の端数は切り

捨て）以下とする。 

３ 本補助金とは別に国や県から補助金等を受けている場合は、重複する対象経費を補助対象としな

いものとする。 
４ なお、鳥取県産業振興条例（平成２３年鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、補助事業の実施

に当たっては、県内事業者への発注に努めなければならない。 
 
（交付申請の時期等） 
第４条 本補助金の交付申請は、補助事業の開始日の２０日前までに行わなければならない。 
２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様式第１号及

び様式第２号によるものとする。 
 
（交付決定の時期等） 
第５条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から２０日以内に行うものとする。 
２ 本補助金の交付決定通知は、様式第３号によるものとする。 
 
（承認を要しない変更） 
第６条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 

（１）本補助金の増額を伴う変更 

（２）事業完了予定日の変更 

（３）前２号のほか、交付目的の達成に支障が生じ、又は事業効率の著しい低下をもたらすおそれの

ある事業計画の変更 
２ 第５条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 
 
（実績報告の時期等） 
第７条 規則第１７条第１項の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、次に掲げる日まで

に行わなければならない。 
（１）規則第１７条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、補助事業の完了又は中止若しくは廃

止の日から１５日を経過する日と、補助事業等の完了予定年月日の属する年度の２月２８日のい



ずれか早い日 
（２）規則第１７条第１項第３号の場合にあっては、補助事業等の完了予定年月日の属する年度の翌

年度の４月１０日 
２ 規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞ

れ様式第１号及び様式第２号によるものとする。 
 
（財産の処分制限） 
第８条 規則第２５条第２項ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０

年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産については、脱炭

素社会推進課長が別に定める期間）とする。 
２ 規則第２５条第２項第４号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。 

(１) 取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の機械及び器具 
(２) その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして知事が別に定めるもの 

３ 第５条第１項の規定は、規則第２５条第２項の承認について準用する。 
 
（収益納付） 

第９条 補助事業者は、補助事業により取得し又は効用の増加した財産を処分したことにより収入が

あったとき若しくは補助事業の完了によって相当の収益が生ずると認められるときには、そのこと

を知った日から１５日以内に、知事にその旨を報告しなければならない。 

２ 前項の場合において、知事がその収入の全部又は一部に相当する額を県に納付するよう指示した

ときは、補助事業者は、これに従わなければならない。 

 

（国交付金要綱の準用等） 

第１０条 国交付金要綱第２９条の規定に基づき、同要綱第１３条、第１５条から第１９条まで、第

２３条、第２４条、第２８条及び第２９条第１項各号の規定は、本補助金の交付について準用する。 

２ 前項の規定により準用する国交付金要綱第１５条第１項の財産管理台帳は様式第４号によるもの

とする。 

 
（雑則） 
第１１条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、脱炭素社

会推進課長が別に定める。 
 
 
   附 則 
 この要綱は、令和５年６月２９日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月４日から施行する。 
 
 
 
  



別表（第３条関係） 
１ 

補助事業 
２ 

事業実施主体 
３ 

補助対象経費

４ 
補助率 

５ 

補助上限額 

（１）鳥取ス

タイルＰＰＡ

による県有施

設への太陽光

発電設備設置

事業 

補助事業を実施しようと

する県有施設に係るＰＰ

Ａ事業者の公募に参加

し、選定された事業者 

工事費（直

接工事費、

間接工事

費、付帯工

事費、機械

器具費及び

測量試験

費）、設備

費並びに業

務費 

１／３ 整備する太陽光発電設

備のパネル容量に１キ

ロワットあたり８３，

３００円を乗じて得た

額 

（２）鳥取ス

タイルＰＰＡ

による住宅へ

の太陽光発電

設備設置事業 

鳥取県内に本店、支店、

営業所、事務所その他の

名称の如何を問わず、事

業を行うために必要な施

設を有し、鳥取県内にお

いて事業を主体的に営む

能力を有している民間事

業者 

定額／戸 

（設置する太陽光

発電設備の太陽電

池モジュールの公

称最大出力とパワ

ーコンディショナ

ーの定格出力のい

ずれか低い値（小

数点以下を切り捨

て）に１キロワッ

トあたり７０，０

００円を乗じて得

られる額） 

４２０，０００円／戸 

（備考）補助事業については、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和４年３月３０日付

環政計発第２２０３３０３号）別紙２の２（２）ア（ア）に定める交付要件を満たすこと。ただし、

交付要件ｅについては、「ＰＰＡの場合、ＰＰＡ事業者（需要家に対してＰＰＡにより電気を供給

する事業者。以下同じ。）に対して交付金が交付された上で、交付金額相当分が電気料金から控除

されるものであること。電気料金から交付金額相当分が控除されていること及び本事業により導入

した設備等について法定耐用年数期間満了まで継続的に使用するために必要な措置等を証明できる

書類を具備すること。」と読み替えるものとし、控除額は毎月の電気料金請求額から定額を控除す

ることとする。 

 

  



様式第１号（第４条、第７条関係） 

（（１）鳥取スタイルＰＰＡによる県有施設への太陽光発電設備設置事業関係） 
 

鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電設備設置促進事業に係る事業計画（報告）書 

 

１  

事 業 の 実

施場所 

名称  

所在地  

２ 

導 入 す る

設 備 の 概

要 

太陽電池モジュール出力    キロワット 

パワーコンディショナー出力    キロワット 

太陽光発電システムの出力 

（小数点以下第２位を四捨五入） 
 キロワット 

３  

事 業 実 施

期間 

着手（予定）日 令和  年  月  日 

完了（予定）日 令和  年  月  日 

４  

還 元 額 の

算出根拠 

設備導入経費（税込） 円 

内 

訳 

補助対象経費（税抜） 円 

補助対象外経費（税抜） 円 

消費税及び地方消費税の額 円 

交付申請額（実績額） 円 

電力販売契約期間 
令和  年  月  日から 

令和  年  月  日まで（  年  か月） 

電気料金からの控除額 月額     円 ×  か月＝      円 

５  

その他 
他の補助金等の活用の有無 

□ 無し   

□ 有り 

※他の補助金等の活用がある場合はその名称及び

交付機関名等を記入すること。 

添付書類 

【交付申請時】 

１ 補助事業を実施しようとする県有施設に係るＰＰＡ事業者の公募に係る選定通知書 

２ 導入する設備の型式、数量、構成及び施工方法等が分かる図面（設計図）等の資料 

 

【実績報告時】 

１ 導入した設備の型式、数量、構成及び施工方法等が分かる図面（竣工図）等の資料 

  



様式第１号（第４条、第７条関係） 

（（２）鳥取スタイルＰＰＡによる住宅への太陽光発電設備設置事業に係る事業関係） 
 

鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電設備設置促進事業に係る事業計画（報告）書 
 

１ 事業内容 

 

 

 

※事業を実施する予定の地域、周知方法等、事業計画の概要について記述してください。 

２ 実施体制 

 

 

 

※必要に応じて実施体制を示す図を添付してください。 

３ 設置戸数 

設置戸数 戸 

補助対象経費（総事業費） 円 

交付申請額（実績額） 円 

４ 事業実施期

間 

開始（予定）日 令和  年  月  日 

完了（予定）日 令和  年  月  日 

５ 他の補助金

等の活用の有無 

□ 無し   

□ 有り 

（名称：            交付機関名：            ） 

※他の補助金等の活用がある場合はその名称及び交付機関名等を記入すること。 

６ 消費税法上

の分類 

一般課税事業者・簡易課税事業者・免税事業者・ 

特定収入割合が５％を超えている公益法人等・地方公共団体・ 

仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者 

※該当する分類に○をしてください。 

７ その他 
 

※実施事業のうち、対象経費が委託費の場合で、県内事業者への発注が困難である場合は、そ
の理由を記載してください。 

 

添付書類 

【実績報告時】 

１ 鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電設備設置促進事業に係る設置状況総括表（別紙１） 

２ 鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電設備設置促進事業に係る戸別設置明細書（別紙２） 

 

  



様式第１号 別紙１（第７条関係） 

（（２）鳥取スタイルＰＰＡによる住宅への太陽光発電設備設置事業に係る事業関係） 

 

鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電設備設置促進事業に係る設置状況総括表 

 

番号 所在地 

（市町

村） 

太陽電池モジ

ュール出力

（A） 

 

単位：キロワ

ット※ 

パワーコンデ

ィショナー出

力（B） 

 

単位：キロワ

ット※ 

（A）と（B）

のいずれか低

い値 

 

単位：キロワ

ット※ 

補助対象経費 

 

 

 

単位：円 

交付申請額 

（実績額） 

 

 

単位：円 

１     
 

 

２     
 

 

３     
 

 

     
 

 

     
 

 

合計     
 

 

※小数点以下を切り捨てて整数で記入すること。 

 

  



様式第１号 別紙２（第７条関係） 

（別表（２）鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電設備設置事業に係る事業関係） 
 

鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電設備設置促進事業に係る戸別設置明細書 

 
番号       

 

１  

事 業 の 実

施場所 

所在地  

２ 

導 入 す る

設 備 の 概

要 

太陽電池モジュール出力（A）    キロワット※ 

パワーコンディショナー出力（B）    キロワット※ 

太陽光発電システムの出力 

（A）と（B）のいずれか低い額 
 キロワット※ 

３  

事 業 実 施

期間 

開始（予定）日 令和  年  月  日 

完了（予定）日 令和  年  月  日 

４  

還 元 額 の

算出根拠 

設備導入経費（税込） 円 

内 

訳 

補助対象経費（税抜） 円 

補助対象外経費（税抜） 円 

消費税及び地方消費税の額 円 

交付申請額（実績額） 円 

電力販売契約期間 
令和  年  月  日から 

令和  年  月  日まで（  年  か月） 

電気料金からの控除額 月額     円 ×  か月＝      円 

※小数点以下を切り捨てて整数で記入すること。 

 

添付書類 

【実績報告時】 

１ 設置状況が確認できる資料（写真、図面等） 



様式第２号（第４条、第７条関係） 

 
鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電設備設置促進事業に係る収支予算（決算）書 

 
１ 収入の部 

区分 予算額（決算額） 内訳 

県補助金   

自己財源   

その他収入   

合計   

 

 

２ 支出の部 

区分 予算額（決算額） 内訳 

 

 

 

  

合計   

 

３ 消費税及び地方消費税の取り扱い 

 

□ 補助対象経費に消費税及び地方消費税は含まれていません 

  （※補助対象経費を確認の上、□にレを入れてください） 

 

添付書類 

【交付申請時】 

１ 補助対象経費の詳細が分かる見積書等の写し 

 

【実績報告時】 

１ 補助対象経費の詳細が分かる契約書等の写し 

２ 支出証拠書類（契約書、請求書、領収書等） 

 
  



様式第３号（第５条関係） 
第 号 

年   月   日 
              様 
 

鳥取県知事           
 

 
令和 年度鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電設備設置促進事業補助金 

交付決定通知書 
 
   年  月  日付の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取スタイルＰＰＡに
よる太陽光発電設備設置促進事業補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等
交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、
下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。 
（担当）生活環境部 脱炭素社会推進課 ○○ 電話 ０８５７－２６－７８７９ 
 

記 
 
１ 対象事業 

 本補助金の対象事業は、【鳥取スタイルＰＰＡによる県有施設への太陽光発電設備設置事業また
は鳥取スタイルＰＰＡによる住宅への太陽光発電設備設置事業】とし、その内容は、申請書に記載
されているとおりとする。 

 
２  交付決定額等 

 本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、対象事業の内容が変更さ
れた場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。 

（１）算定基準額 金          円 
（２）交付決定額  金          円 
 
３  経費の配分 

 本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、申請書に記載
されているとおりとする。ただし、対象事業の内容が変更された場合においては、別に通知すると
ころによる。 

 
４  交付額の確定 

 本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電
設備設置促進事業補助金交付要綱（令和５年６月２９日付第２０２３０００８３２８２号生活環境
部長通知。以下「要綱」という。）第３条第２項の規定を適用して算定した額と、前記２の（２）
の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。 

 
５  補助規程等の遵守 

 本補助金は、規則第７条第２項に規定される間接国費補助金に該当するものであり、その収受及
び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱のほか、補助金等に係る予算の執行の適正
化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律
施行令（昭和３０年政令第２５５号）、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・
再エネ推進交付金）交付要綱（令和４年３月３０日環政計発第２２０３３０１号）、地域脱炭素移
行・再エネ推進交付金実施要領（令和４年３月３０日環政計発第２０３３０３号）、その他の法令
及び関係通知の規定に従わなければならない。 

 
６ 契約における競争性の確保 
  補助事業の遂行等にあたっては、売買、請負その他の契約をする場合は、一般の競争に付すこと。 

ただし、事業の運営上、一般の競争に付すことが困難又は不適当である場合は、指名競争又は随
意契約によることができる。 

  



様式第４号（第１０条関係） 

 

鳥取スタイルＰＰＡによる太陽光発電設備設置促進事業に係る財産管理台帳 

 

 

施設の名称  

施設の所在地  

 

 

区分 

 

財産名 

メーカー名 型式     
価格（円） 

（税抜き） 

設置工事完了

日（年月日） 

処分制限期間 

（年） 
備考 

       

       

       

       

       

（注）１．対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が要綱第９条第４項に定める処分制限額以上の財産とする。 

２．複数台導入の場合は、財産名ごとに項目を記入すること。 

３．この台帳は施設ごとに作成し、備考欄には施設内の設置個所名（屋上、電気室等）を記入すること。 

 


